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【論文要旨】
　本稿では，埼玉県富士見市関沢地区のミニ開発住宅地を事例に，戸建住宅の増築，改築，建替え
などの更新を，1967年から2007年までの建築確認申請と住宅地図を利用し追っていった。
　関沢地区においては，1970年以前にステップアップ初期の世帯向けと考えられる狭小な戸建住
宅が多く建設された。1970年代中頃から1980年代前半は2，3部屋分に相当する増築が多く行われ
る。1980年代中頃から2000年までは改築が主流になり，そのほぼすべてにおいて増床がみられ
た。建替えに関しては改築ほど大きな変動はないものの，2000年以降の増加が目立つ。建替えら
れた戸建住宅は改築された戸建住宅に比べ敷地規模が狭く，居住者変更数が多いが，同様の増床行
為がみられた。その他，隣地買いによる改築や建替えが散見された。このことから，関沢地区の活
発な更新は，住宅をただ更新するだけではなく，居住空間の増加を目的とした行為であることが明
らかとなった。
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1．はじめに
　現在，戦後一貫して伸長してきた郊外が，高齢化や世代交代期を迎えていることは周知のとおり
である。1960年代，70年代に膨張した都市人口は，世帯の増大に合わせ郊外に向けて拡散し，そ
の受け皿として郊外には多種多様な住宅が急速かつ大量に供給されていった。その中でも1960年
代後半から1970年代前半にかけての地価高騰と宅地開発ブームによって，スプロールを伴って急激
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な人口増加を経験した地域においては，狭小で低廉な建売住宅が一団となったミニ開発住宅地が多
く存在する。大手ディベロッパーが開発する大規模住宅地は，日常生活に必要な学校や商店，公園
などをあらかじめ計画・誘致し，良好な住環境を提供する。しかし大規模住宅地では年齢構成が偏
っていて，親世代の死亡や子世代の離家が比較的短期間に集中するため大量の空家や空地が発生す
る。そのため学校などの統廃合や商店の閉鎖，公共交通などの生活関連サービスの低下，さらに住
宅地全体の資産価値の低下などが起こり，若年層の流入が困難なものになっている（江崎，2006）。
　一方，ミニ開発住宅地においては，学校や商店はおろか道路や下水道などの整備もままならない
ものが多かった。そのため，1970年代にミニ開発の問題点がメディアなどでも大きく取り上げら
れるようになると，ミニ開発住宅地の不良ストック化やスラム化が懸念されるようになった。しか
し，今日までに，これらの住宅地がスラム化や不良ストック化したという報告はなく，存続，更新
されている。埼玉県富士見市と三芳町のミニ開発住宅地では1990年頃の木造3階建ての規制緩和
によって，3階建てへの建替え率は30％にも達していて，住宅の更新が進んでいる（勝又，2000）。
また，埼玉県川口市のミニ開発住宅地では若年層の流入が見られスラム化が免れていることや，千
葉県千葉市では極端に特定の年齢層に偏らない「年齢のミックス」みられるという報告もある（曾
根・松村，2006；岩瀬，1999）。これらミニ開発住宅地の住宅の更新や，人口構成が一定の年齢層
に偏らないのは，モザイク状に少しずつ開発されていくというミニ開発の開発形態にその要因があ
る。ミニ開発は土地の供給と需要，採算性があればどこでも開発できることから，駅周辺などにも
立地しやすい性質を持っている。また，ミニ開発住宅地は大規模住宅地のように一斉に開発され
ず，少しずつ小規模に開発されるため一定の年齢層に偏らない。
　このようにミニ開発住宅地では更新がなされ，若年人口の流入がみられるという報告があるが，
住宅がいつ頃，どのように建設・更新されているのかといったことを詳細に示した研究はみられな
い。ミニ開発住宅地は，大規模住宅地のように完成した住宅地ではなく，現在でも農地が少しずつ
削られるようにして新規のミニ開発が行われている。また，狭小で低廉な住宅が多いとされている
ため，早期に増築や建替えが行われることや，区画がはっきりと規定されていないために，隣地買
いや分割も活発に行われているものと考えられる。
　以上，本稿では埼玉県富士見市関沢地区における専用住宅（以下，戸建住宅，もしくは住宅と称
す）一戸一戸の建設や変化から，ミニ開発住宅地の住宅の更新状況をみていく。ここでは戸建住宅
の更新を追っていくため建築確認申請と住宅地図を利用した。建築確認申請は富士見市建築指導課
にて建築確認申請台帳1（1967－1997年）と建築計画概要書（1997－2007年3月）を，埼玉県川越県
土整備事務所にて建築計画概要書（1997－2007年3月）を合計3，840件閲覧したものである2。閲覧
内容は申請日，確認日，建築主・申請者・施工者の各住所・名前（企業名），建築場所，用途，構
造，敷地・建物・延べ床の各面積等である。また，1971年から2007年3までのゼンリン住宅地図
1富士見市建築指導課が建築計画概要書の内容の一部を独自に一覧にしてまとめたもの。
2以下ではこれらを建築確認申請と簡略化して称する。
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（富士見町，富士見市）を用いて居住者の転出入や建築物の建設，消滅，統合等を経年的に把握し，
それを建築確認申請の内容と照合させ，個々の建築物または区画の変化を1年ごとに追っていっ
た。なお，以下では従前の土地利用が建築物以外であった場所に，建築物を建設する場合は「新
築」，建築物の除去（取り壊し）を伴った後の建設で，建築主の住所と建築場所が同一である場合
は「改築」，建築物の除去を伴った後の建設で，建築主の住所と建築場所の住所が異なる場合は
「建替え」，建築物を除去せずに建築物の増床を行った場合は「増築」とそれぞれ呼ぶこととする。
　また，建築確認申請の申請時には建築場所を明記することが必要となるが，申請時にはっきりと
した番地が決定されていないことが多い。特に1970年前後は比較的広い農地を利用した開発が多
く，一戸一戸の建設場所の番地が同じになってしまい，個々の建築確認申請がどの建築物の申請か
を判断することができない場合が多い。そのため，1971年時点で住宅地図と建築確認申請の内容
が照合できたものは1173区画中468区画であった。1971年以前に建設された1173区画の照合率は
低かったものの，その後は新築されたほぼすべての建築物と建築確認申請について照合ができたこ
とで，最終的に2811区画のうち2058区画（73．21％）で建築確認申請の建築内容が照合できている。
2．関沢地区における建築確認申請の推移
（1）関沢地区の概要
　関沢地区は埼玉県富士見市の西端に位置し，三芳町と境界を接する地域である。関沢地区は本来
1丁目から3丁目で構成されているが，1丁目は住宅以外の土地利用が卓越するために，本研究で
は便宜的に北側の2丁目と南側の3丁目を関沢地区とした。最寄り駅は東武東上線鶴瀬駅とみず
ほ台駅であり，両駅へは徒歩4分から11分4の距離にある。鶴瀬駅とみずほ台駅には準急が停車
し，両駅から池袋までは約25分でアクセス可能である。
　開発が始まったのは1965年以降で，地元や東武東上線沿線の中小不動産業者によるミニ開発が
主である。最も開発が盛んだったのが1965年から70年で，1965年に300人程度であった人口は，
1970年には約5，000人と5年間で10倍以上の増加となった。1975年以降人口は微増し，1990年に
9，513人と最も多くなり，2005年時点では9，026人と漸減している。関沢地区の5歳階級別の人口
構成では，2000年時点で初期入居世代と考えられる55－59歳のグループと，その子世代と考えられ
る25－29歳のグループが最も多くなっている（図1）。
　関沢地区は敷地面積100m2以下の戸建住宅の割合が高い富士見市の中でも一戸一戸の敷地面積
が狭く，住宅が密集する地域である。関沢地区では敷地面積100m2以下の戸建住宅の割合が55．1
％であるのに対して，2003年の住宅土地統計調査報告によると，関沢地区の属する東京20－30km
圏の敷地面積100m2以下の戸建住宅の割合は半分以下の26．7％である。
3富士見市のゼンリソ住宅地図は1973，76，80，83，85年が出版されていないため，本研究ではこれらの年の居
住者等については把握していない。
4各番地の重心部分と駅との直線距離を著者が分速80mで算出したもの。
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　　　　　　　　図1　関沢地区の年齢別人ロ構成の推移
出典：西山（2007）より転載
注）　原資料は国勢調査
注2）1970年は65－69歳の区分に65歳以上がまとめられている。
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　都市計画法による用途地域は，北端の県道沿いが近隣商業地域（建蔽率80％，容積率200％），2
丁目と3丁目の境界付近と東武東上線沿いが第一種住居地域（建蔽率60％，容積率200％），そし
て関沢地区の大半が第一種中高層住居専用地域（建蔽率60％，容積率200％）となっている。その
他に高さ制限や建築協定，地区計画は存在しない。建物の種類は，戸建住宅を中心に共同住宅や店
舗併用住宅，北部の県道沿いには，商店や事務所などがある。また，建物以外の用途では駐車場や
農地も散在しており，ほとんどの農地は生産緑地に指定されている。
　2000年の国勢調査によると持家戸建住宅に居住する世帯は約57％であるが，借家共同住宅に居
住する世帯も約30％を占める。持家（共同住宅も含む）の延べ床面積で最も多いのが70－99　m2で，
平均では85．7m2と関東大都市圏の平均延べ床面積105．3m2（2003年住宅土地統計調査報告）と
比べると狭くなっている。
②　関沢地区の建築動向
　関沢地区では1964年以前，地区内に点在していた農家の家屋や，鶴瀬駅に近い県道沿いを除い
て建築物はほぼ皆無であった（西山，2007）。つまり関沢地区の開発は1965年以降活発化した。図
2は関沢地区における用途別建築確認申請数の推移を表したものである。1967年から1973年まで
毎年100件以上の申請があったが，特に1969年は473件と突出して多い。1970年に富士見市（当
時，富士見町）で用途地域指定と，市街化区域と市街化調整区域の線引きが実施されたことから，
この増加は線引きと用途地域指定前の駆け込み申請だったと考えられる。
　1970年代中頃に入ると関沢地区において宅地開発は減少する。これは第一次オイルショックに
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　　　　　　　図2　関沢地区における用途別建築確認申請数の推移
資料：建築確認申請より作成
注）1967年は7月から12月，2007年は4月までの申請数。
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よって住宅需要が落ち込んだことや，開発可能な土地がなくなったこと，農家が土地を売却しなく
なったことなどがあげられる。
　1980年代後半は共同住宅の申請数が他の時期に比べ多くなっている。その理由の一つ目は，バ
ブルによる地価の高騰で農家が税金対策をはじめたことがあげられる。関沢地区ではそれまで横ば
いだった公示地価が1988年に急上昇し，バプル末期の1991年には1m240万円を越えている。その
ため市街化区域に農地や駐車場などの土地を保有する農家では，生産緑地に指定されている場合を
除いて固定資産税が重くのしかかった。農家は共同住宅を建設し，家賃収入を得ることでバブル期
の地価上昇と税負担の増大に対処したものと推察される。二つ目には単身者の増加によって単身ア
パートの需要が増したことがあげられる。1970年前後に入居してきた世代の子世代が20－24歳とな
り独立期を迎えたのが1995年前後である。また，富士見市周辺の朝霞市や三芳町，上福岡市（現
ふじみ野市），川越市に大学や短大が立地するため，それらに通学する学生の需要が増加したから
とも考えられる。三つ目には，農家や地主が所有していた賃貸戸建住宅が償却期間を終えたこと
や，老朽化による建替えのために共同住宅を建設したこともその理由であると考えられる。
　1990年代はバブル崩壊による消費の落ち込みや地価が大きく低下しなかったために，建築確認
申請も低調に推移するが，2000年以降再び増加する。2000年以降の宅地開発は建築確認申請の内
容から，10－20戸の比較的規模が大きいものが目立つ。これは2000年の地価が1980年代前半の水準
まで低下し，業者にミニ開発の利益が出るようになったことや，政府の住宅取得優遇税制，住宅ロ
ーン金利の低下，団塊ジュニアの住宅取得期等が要因であると考えられる。
　また2000年以降の新築が増加したもう一つの要因は，関沢地区で1990年代に農家の相続が数ヶ
所あったためと考えられる5。1990年代はバブルによる地価の高騰の影響で相続税が高く，その相
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　　図3　関沢地区における建築確認申請の平均敷地面積と延べ床面積の推移
資料：建築確認申請より作成
注）富士見市の建築確認申請台帳には1967・68年の一部の延べ床面積の記載がなかった。
注2）　申請の各面積は戸建住宅のもの。
続には土地が充てられた。土地の物納は納付から競売にかけられるまで数年かかるため，90年代
に物納された土地が2000年以降に開発用地となって業者の手に渡り，それらが宅地開発されてい
ったとみられる。
（3）住宅建設の特徴
　建築確認申請における敷地面積の推移では1970年以前，100　m2以下の狭小な戸建住宅6が多く
建てられたことがわかる（図3）。図1の人口構成では，1970年に25－34歳の層と，その子世代と
考えられる0－4歳の層が突出して多かったことから，1970年以前に建設された戸建住宅にはステ
ップアップ初期の若年世帯が多く居住していたということがいえる。しかし，1970年以後は敷地
面積が徐々に増加している。延べ床面積では1970年頃は敷地面積と同様に50m2前後と非常に狭
小だった。1980年代中頃に入って敷地面積が狭くなったにも関わらず，延べ床面積は大きくは低
下せず，敷地面積を凌駕する。
　関沢地区の戸建住宅の階数はその多くが2階建てであるが，1980年代中頃から木造3階建ての
建設が始まった（図4）。3階建て戸建住宅の敷地面積の中央値7は70．50m2であるのに対して，2
階建て戸建住宅は100．00m2で，敷地面積の狭い区画ほど3階建て化されることが多いといえる。
関沢地区の大部分は建蔽率60％，容積率200％で高さ制限はないため，例えば50m2の敷地であれ
5不動産会社Aの聞き取りによる。
6ミニ開発に関連する研究では，敷地面積が100m2以下の戸建住宅を，ミニ戸建や狭小戸建などと呼んでい
　る場合が多い。本稿でも敷地面積100m2以下の戸建住宅を「狭小な戸建住宅」と呼ぶ。
7関沢地区における戸建住宅の平均敷地面積を算出しようとした場合，農家など1，000　m2を超えるものが数
件あるため，平均値が高くなってしまう。そのため本稿では，敷地面積を扱う場合，主に中央値を使う。
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　図4　関沢地区における戸建住宅の階数別建築確認申請数の推移
資料：建築確認申請より作成
注）1967年は7月から12月，2007年は4月までの申請数。
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ば，3階建てにすることによって最大で90m2の延べ床面積をとることができる8。世帯縮・」・期で
あれば，50m2前後の延べ床面積でも十分であるが，世帯拡大期であれば100　m2前後の延べ床面
積は必要となってくる。とはいえ，3階建ては関沢地区全体の戸建住宅の約15％に過ぎず，その割
合は高いとはいえない。
　戸建住宅の構造をみると，関沢地区では9割以上が木造であった。木造建築には耐火構造のも
のとそうでないものがあるが，ここでは両者を区別していない。木造以外には軽量鉄骨や鉄骨，鉄
筋コンクリートなどがあるが，それらの構造の申請は40年間を通して低く推移している。関東大
都市圏における戸建住宅の木造と非木造の割合は同程度であるのに対して，2007年の関沢地区全
体の戸建住宅に占める非木造の割合はわずか8．5％である。このことからも関沢地区は木造の戸建
住宅が卓越していることがわかる。
　図5は関沢地区における戸建住宅の増築，改築，建替えの推移を示したものであるが，関沢地
区で最も建築確認申請数が多かった1970年前後は，増築や改築・建替えが少数であることから，
新築が大半を占めていたということがいえる。その後1970年代中頃から80年代前半にかけては，
増築の増加が目立つ。これは1970年に幼児期だった子供が，小学校や中学校の入学を迎える時期
で，子供の個室要求に応えたものであると考えられる。1980年代中頃になると改築が目立つよう
になる。木造住宅の一般的な耐用年数は30年と言われるが，旧大蔵省令第15号によると木造モル
タル造の耐用年数は20年，木造プレハブでも22年となっている。関沢地区の戸建住宅は1970年前
後に多く建設されたことを考慮すると，改築時期は1980年代後半から始まったとみてよい。さらに
8容積率が200％あっても12m未満の前面道路幅員だと容積率算定係数O．4がかけられる。例えば前面道路幅
　員が4mだと，400　cm（道路幅）×0．4（容積率算定係数）＝160％（容積率）に抑えられてしまう。
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注）　1967年は7月から12月，2007年は4月までの申請数。
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年
1980年代中頃から段階的に木造3階建て住宅の建設基準が緩和されたこともその要因であると考
えられる。建替え数は増築や改築に比べると年による変化が少ないが2000年以降の増加が目立つ。
3．関沢地区の住宅の更新
　関沢地区においては1980年代中頃から2000年にかけて改築が多くなっている。図6は関沢地区
の新築年代別にみた住宅の更新割合を示したものであるが，1975年以前に新築された住宅につい
ては，2007年までに約半数が増築や改築・建替えなどの更新を行っている9。つまり，住宅の増
9リフォームや耐震補強等の建築確認申請を必要としない補修については把握できていない。
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　図7　関沢地区における敷地面積別戸建住宅の更新の割合
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築，改築，建替えc［5更新を行っている戸建住宅の多くは1975年以前に建設されたものである。そ
の中でも敷地面積が狭い戸建住宅において更新の割合は高くなる（図7）。
　以下では，増築・改築・建替え・隣地買い・敷地の分割などの戸建住宅の更新と更新されなかっ
た戸建住宅の特徴を，建築確認申請と住宅地図を照らし合わせながらみていく。
（1）増築
　増築は1970年代中頃から1980年代前半までがほとんどで，全期間を通して263戸が行っていた。
増築の条件は，建蔽率や容積率に余裕のあるものでなければならず，狭小な戸建住宅が多い関沢地
区においては，その条件を満たせるものは限られてくる。増築は1975年代以前に新築されたもの
が主のため，1975年以前に新築されて増築を行った戸建住宅の敷地面積の中央値をみてみると
88．84m2であった。なお1975年以前に新築された戸建住宅すべての中央値は77．43　m2であった。
増築に伴う平均増床数は33．03m2で，部屋数に換算すると2から3部屋分の増加面積となる。増
築後の改築は66戸（27．7％），建替えは11戸（4．6％），居住者変更loは64戸（26．9％）であった。
②　改築
　改築は1980年代中頃から2000年までが目立って多くなっている。関沢地区において1971年から
2007年までに，1回以上の改築を行ったものは629戸であった。
　はじめに改築と敷地面積，延べ床面積の関係からみていく。住宅の改築は，一般的な見地からす
ると，老朽化のためになされると解されるが，関沢地区のように狭小な戸建住宅が多い地域では，
増床を考えた更新ということも要因として考えられる。実際，改築前の面積と改築後の延べ床面積
10居住者変更とは，住宅地図に記載されている居住者表示の姓に変化があったものをいう。ここでは，同一の
　姓による居住者表示の変化や，既存の姓と他の姓が併記された場合は居住者変更に含めなかった。
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表1関沢地区における改築と居住者変更の関係
居住者変更数 戸数 敷地面積ﾌ中央値
平均改築
栫@　期
現（最終）入居者
ｪ入居してから改
zまでの期間
現（最終）入居者
ﾌ平均入居時期
改築後に居住者変
Xがあった戸数
な　　し
P　　回
Q　　回
R　　回
S回以上
305
P64
W5
S6
Q9
101．05m2
V9。13m2
U8．03m2
U3．70m2
U3．80m2
1992年
P993年
P994年
P995年
P992年
????????? 一1980年
P983年
P987年
P995年
?????
総　　数 629 82．22m21993年 12年 1983年 71
資料：ゼソリソ住宅地図と建築確認申請より作成
が判明した305戸のうち，290戸で増床がなされ，その平均増床数は43．09m2（改築前＝平均
59．87m2，改築後＝平均102．96　m2）であった。3階建てに改築したものは93戸（14．78％）で，そ
の平均増床数は56．50m2，2階建て戸建住宅に改築したものは197戸で，平均増床数は37．36m2に
留まっている。また敷地面積では，2階建てに改築したものは中央値93，36m2であったのに対し
て，3階建てに改築したものは中央値81．05m2と10　m2以上も狭かった。
　このように，関沢地区の改築には大幅な増床がみられたが，関沢地区における1975年以降の新
築で最も一般的な敷地面積100－149m2の戸建住宅の平均延べ床面積は9256m2であることか
ら，改築による増床によって数字の上では，敷地面積100－149m2の戸建住宅と同水準になったと
いえる。
　次に居住者と改築の関係をみていく。改築を行った戸建住宅のうち約半数の305戸は1971年から
2007年まで同一の居住者であった（表1）。居住者変更の数と敷地面積の関係では，敷地面積が狭
いと居住者変更の数も高くなっていることがわかる。
　居住者変更がなく改築をおこなった住宅の特徴は，敷地面積の中央値が100m2を超えているの
に対して，居住者変更が多くなるに従って敷地面積の中央値は大幅に低くなる。つまり敷地面積が
狭くなると居住者変更数が高くなるということが指摘できる。また改築時期については居住者変更
数が多い住宅と少ない住宅を比べたところ大きな差は見られなかった。
　関沢地区では改築後に居住者変更が行われたケースが計71戸（11．29％）みられた。このことか
ら改築を施した住宅に関しては，その後の居住者変更は少ないということが指摘できるが，一方で
は改築された戸建住宅を中古で購入し入居するといったケースも少数ながら存在するということを
示している。改築後の居住者変更の特徴としては，平均改築時期が1988年で，平均入居時期が
2001年である。こうした物件が2000年前後に多くなった要因としては，2000年時に関沢地区でも
っとも多くの割合を占める55－59歳のグループが退職を迎え，それを期に他へ転居したということ
があげられる。
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（3）建替え
　本稿では，建築物の除去を伴った建設で建築主の住所と建築場所の住所が異なる場合を「建替え」
と定義したが，建替えには業者が中古住宅を買い取り，それを除去（取り壊し）して新たに建売住
宅を建設し販売するケースと，個人が中古住宅を除去（取り壊し）するか，更地にされた土地を購
入し，新たに戸建住宅を建設するというケースがある。関沢地区において1971年から2007年まで
に，一回以上の建替えを行った戸建住宅は233戸であった。
　建替えによる増床は，建替え前後の延べ床面積が判明した110戸のうち103戸で行われ，平均増
加面積は34．24m2（建替え前＝平均55．23m2，建替え後＝平均89．49m2）で，改築のそれと比べ
ると改築後の延べ床面積で差が出た。それは，改築を行った戸建住宅の敷地面積の中央値が82．45
m2であったのに対して，建替えを行った住宅の敷地面積の中央値は75．27m2であったということ
に起因する。また，改築を行った戸建住宅629戸のうち，敷地面積が100m2以下であったのは406
戸（64．54％）で，建替えでは233戸のうち164戸（70．38％）であった。この敷地面積の差が建替
え後の延べ床面積に影響していると共に，このことから建替えを行った住宅は敷地面積の狭いもの
が多いといえる。建替えによって3階建てにした住宅は57戸（24．46％）で，改築と比べると大幅
に高い割合を示している。また，3階建てにした住宅の敷地面積は平均62．30m2で，100　m2以上
のものは皆無であったことから，3階建てに建替えることは，敷地面積の狭さを補う行為であるこ
とが伺える。
　次に居住者と建替えの関係をみていく。建替えは建替えられた時点で居住者変更が1回あるの
で，必然的に居住者変更の数は高くなるが，1戸（一区画）につき平均で3．6回の居住者変更があ
る。改築の平均居住者変更数は1．9回であることから，建替えられた住宅においては居住者が頻繁
に変わっているということがわかる。4回以上の居住者変更があったものについては63戸（27．03
％）存在するが，これら多くの居住者変更があった戸建住宅については賃貸であったとも考えられ
る。建替え後の居住者変更は29戸（12．44％）で改築とほぼ同様の値を示している。
（4）隣地買いと分割による住宅の更新
D　隣地買い
　曾根・松村（2006）では，事例とした埼玉県川口市のミニ開発住宅地において隣地買いが行わ
れていることを指摘しているが，関沢地区においても住宅地図と建築確認申請によって隣地買いに
よる改築，建替えが認められた（表2）。また，農家や地主が賃貸の戸建住宅としていたものを，
アパートやマンショソに建替えるケースも存在したが，もっとも多く確認されたのが，隣家または
隣家であった土地と併合し，改築を施すというケースで43件確認できた。
　これらの隣地買いによる改築は増床を考慮に入れたもので，隣地買いによって隣家を併合したも
のは改築を行った結果，平均敷地面積132．72m211で，平均延べ床面積は132．39m2と関沢地区の
平均的な敷地面積や延べ床面積を大きく上回るものとなっている。また，隣地買いによる改築の年
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表2　関沢地区における隣地買いによる改築・建替え数
隣地買いの形態 件数 平均敷地ﾊ　　積 平均延べｰ面積
隣地買いによる改築・
囁ﾖえの平均年
数戸の戸建て住宅→共同住宅に建替え
ﾗの戸建て住宅を併合→戸建て住宅に改築
?n・農地・駐車場と戸建て住宅→戸建て住宅に改築
Q戸以上の戸建て住宅を併合→戸建て住宅に建替え
29
S3??
195，74m2
P32．72m2
P74．78m2
P61．53m2
214．50m2
P32．39m2
P50．08rn2
P38．48m2
1991年
P993年
P985年
P993年
資料：ゼソリン住宅地図と建築確認申請より作成
は1990年代中頃が中心であった。隣地買いをしてから直ちに改築をするものが71％，数年経って
から改築するケースが29％であった。入居してから隣地買いによる改築を行うまでの期間は19年
と隣地買いを伴わない改築の期間と大きな差は見られなかった。隣地買いによる改築の時期は
1990年以降に多いということと，入居から20年程度経ってからというのが特徴であるが，このこ
とから推測しうることは，1970年代に新築または中古で入居して，貯蓄で隣地買いをし，退職金
を改築へ回すということである。また，入居後20年だと通常世帯の縮小期を迎えるが，あえて縮
小期に隣地買いを行うということは，子供や親との同居，または子供への相続を考えたものともと
れる。とはいえ，このケースは隣家が空家になることや，隣家を購入する資金，家族形態などの条
件が合致せねばならず，関沢地区全体を見ても多いとは言えない。
　次に2つ以上の住宅が同時に空家や空地になり，その場所に戸建住宅が建設されるというもの
である。ここではこのケースを隣地買いによる建替とする。隣地買いによる建替は隣地買いによる
改築よりも少数で14戸に過ぎない。
　最後に数戸の住宅が共同住宅になるケースである。これは賃貸の戸建住宅が老朽化して，家主に
よって共同住宅に建替えられたものだと考えるのが妥当である。このケースは29件確認されたが，
1棟の共同住宅を併合によって建設する場合，平均で約3戸分の区画が併合している。また，これ
らの隣地買いは1980年代後半から1990年代中頃にかけてのものが大半を占めていることから，建
物の減価償却が終わったことや，老朽化によって収益性が薄くなったため共同住宅に建替えられた
と考えられる。
2）分割
　関沢地区は分割が可能な比較的広い敷地を持った戸建住宅や共同住宅が存在することや，東武東
上線鶴瀬駅やみずほ台駅までは徒歩圏内で，近隣にはスーパーやファミリーレストラソ，ホームセ
ソターなどが立地し，比較的良好な生活環境となっている。そのため住宅需要は高く，戸建住宅を
数戸建られる土地が発生した場合，不動産業老がこぞって取得に乗り出すことは必至である。関沢
地区では表3にあるように，共同住宅が数戸の戸建住宅に分割されるパターソと，一戸の戸建住
11隣地買いや分割を行った建築物の敷地面積については，外れ値がなかったために平均で示す。
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表3　関沢地区における分割による建替え数
分　割　の　形　態 件数 平均分割ﾋ　　数
平均敷地
ﾊ　　積
平均延べ
ｰ面積
分割による建
ﾖえの平均年
共同住宅→数棟以上の共同住宅に分割
､同住宅→数戸の戸建て住宅に分割
ﾋ建て住宅→数戸の戸建て住宅に分割
ﾋ建て住宅→数棟の事務所・店舗に分割
????．?．?　一
W9．31m2
X5．05m2
@一
　一
X8。09m2
W9。33m2
@一
1999年
Q003年
Q003年
P999年
資料：ゼソリン住宅地図と建築確認申請より作成
宅が数戸の戸建住宅に分割されるパターソがみられた。
　表3にあるように関沢地区では20件の敷地の分割が行われたが，そのうち18件が分割されて合
計52戸の戸建住宅になっている。分割後の敷地面積は一区画50m2前後にし，戸建住宅を建設す
るものと，100m2前後の比較的余裕のある敷地面積を確保し，戸建住宅を建設するものの2つの
パターソがある。
　敷地の分割が活発になったのは2000年以降が中心で，特に一戸の戸建住宅から数戸の戸建住宅
へ分割されるものが14件と最も多い。このことから推測しうることは，関沢地区の開発が始まっ
たころに，比較的広い戸建住宅を取得した者が，高齢となり転居または死亡したことで業者に転売
されたというものである。
　以上，隣地買いによる敷地の併合が少しずつ進む半面，比較的広い敷地をもった戸建住宅も分割
されていて，狭小な戸建住宅が減少していないのも事実である。
（5）更新なしの住宅
　関沢地区では住宅の更新が活発に行われていることが明らかとなったが，一方で築30年以上経
過している木造住宅も45％存在する。図6で示したように，1975年以降新築された戸建住宅に関
しては改築の必要性も低く，その割合も低いことから，ここでは1975年以前に建設され，更新さ
れなかった住宅の特徴をみていく。
　関沢地区において1975年以前に建設され，2007年までに改築・建替え・増築など建築確認申請
を必要とする建築行為をおこなっていない戸建住宅は717戸確認できた。そのうち建築時の建築確
認申請を確認できたものが315戸である。それらの敷地面積を中央値で示すと76，74m2で，建替
えられた戸建住宅のものと同様の値を示した。1971年以降，居住者変更が全くなかったものが283
件あり，うち敷地面積が確認できたものが131戸，さらにそのうち敷地面積100m2以上のものが
42戸あった。これらは農家や元農家など，地域内にある程度の土地を所有しているものも多く含
まれていると考えられる。一方で改築をおこなったもののうち，居住者変更が4回以上あったも
のが557戸のうち29戸（5．20％）であるのに対して，更新されなかったのものうち，居住者変更が
4回以上あったものは717戸のうち100戸（13．95％）と多かった。これらは居住老の居住期間が5
年以内と短いものがほとんどで，地主層が賃貸の戸建住宅としているもの，不動産会社が買い取っ
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図8　更新がなく居住者変更が4回以上の戸建住宅の年代別居住者変更数
　資料：ゼンリン住宅地図と建築確認申請より作成
た物件を賃貸としていたものであると考えられる。また，関沢地区では高齢になり他へ転居した
が，売却に消極的なケースが多くあり，それらが賃貸住宅として多く出回っていると考えられる12。
2000年の国勢調査調査区別集計結果によると，関沢地区の戸建住宅に居住する世帯は2，142世帯
で，そのうち賃貸一戸建に居住する世帯は131世帯（6．11％）であった。更新がなく居住者変更が
多い住宅の年代別居住者変更数は，年代による大きな差はみられなかった（図8）。関沢地区では
1980年代中頃から2000年まで改築が多かったことから，これら賃貸戸建住宅には，住宅の改築を
行っている世帯が仮住まいとして居住していたということが考えられる。改築のために仮住まいへ
転居する場合，半数は同一町内に転居するということからもそういったことが要因としてあげられ
る13。
4．　おわりに
　本稿では，長期にわたる建築確認申請のデータを利用し，富士見市関沢地区の戸建住宅一戸一戸
の建設や更新をみてきた。以下では，これまでに得られた結果をまとめ，ミニ開発住宅地における
住宅更新の特性を提示したい。
　関沢地区においては，1960年代後半から1970年代中頃まで敷地面積100m2以下のステップアッ
プ初期の世帯向けと考えられる狭小な戸建住宅が多く建設された。増築は1970年代中頃から1980
年代前半にかけて多く，その増床数は約33m2であった。
　1980年代中頃から2000年までは関沢地区において改築が住宅建設の主流となっていく。改築は
ほぼすべてにおいて増床がみられ，その平均増床面積は40m2以上にも及んだ。特に，関沢地区
12不動産会社Aの聞き取りによる。
13大手引越会社社員への聞き取りによる。
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のように狭小な戸建住宅が多い地域では3階建てが増床に大きな役割を果たした。敷地面積が狭
い戸建住宅においてより改築の割合が高いということもわかった。
　建替え数に関しては改築ほど年による大きな変動はないものの，2000年以降の増加が目立つ。
建替えられた戸建住宅は，改築された戸建住宅と同様に建替え後の増床がみられた。また，改築さ
れた戸建住宅に比べ敷地規模が狭く，居住者変更数が多いという結果が得られた。その他，関沢地
区全体では少数ながら，隣地買いによる改築や建替えが散見された。隣地買いによる改築や建替え
後の敷地面積は，関沢地区の平均的な敷地面積を大きく超えているが，敷地の分割による建替えも
行われていて，狭小な住宅は減少していないのが現状である。
　関沢地区では，戸建住宅の更新が進んでいるが，築30年以上経過しているものも45％存在し，
それらの中には賃貸となっていると思われるものも含まれている。
　以上，結果として関沢地区では増築，改築，建替え，隣地買いなど増床を伴った住宅の更新がみ
られた。関沢地区住民5人の聞き取り調査でも，3人が敷地面積50m2程の戸建住宅から100　m2
程の戸建住宅に地域内移動しており，1人は隣地買いによる改築，もう1人はもともと住んでいた
店舗併用の住宅のそばに別に中古住宅を購入していた。
　このように関沢地区における住宅の更新行動からは，住宅双六にみられる住み替えによるステッ
プアップは達成できなかった（しなかった）にしても，柔軟に増築，改築，建替え，隣地買いなど
増床の方策を選択し，実質的にはステップアップしていたということがいえる。
謝辞
　本論文に関する調査に際しては，富士見市建築部建築指導課職員，関沢地区住民，大手引越会社
社員，不動産会社社員の皆様，ならびに特定非営利活動法人NPOゆめっるせの小杉武氏，川上清
志氏をはじめ会員の方々には大変お世話になりました。ここに感謝の意を表します。
参考文献
岩瀬寛之（1999）：郊外住宅地における高齢化と居住様式一住宅団地とミニ開発地区との比較一，金沢大学文
　学部地理学報告　9．1－15．
江崎雄治（2006）：『首都圏人口の将来像一都心と郊外の人口学一』．専修大学出版局．
勝又済（2000）：郊外ミニ開発住宅地における3階建て化の実態一埼玉県富士見市・三芳町におけるケースス
　タディー．都市住宅学　29．90－97。
西山弘泰（2007）：首都圏におけるミニ開発地域の形成要因と住民特性．文学研究論集　27．201－221．
曾根陽子・松村明（2006）：1960年代のミニ開発住宅地に関する研究一埼玉県川口市S地区の住宅更新につい
　て一．日本建築学会技術報告集　24．281－284．
一149一
